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要 旨

目的 北 区版 チ ェ ッ ク リス トを 用 い た 要 支 援 者 の 要 介 護 状 態 へ の移 行 リス ク を 予 測 す る た

め の 基 準 設 定 を 導 き だ す た め の検 討 を 行 っ た 。

方 法 平 成18年 度 か ら平 成20年 度 の3年 度 中 に2年 度 連 続 して 介護 予 防 ケ ア プ ラ ン を作 成 し

た331人 を 対 象 と し,予 防給 付 サ ー ビス の利 用 状況 及 び北 区 版 チ ェ ッ ク リス トの 点数 と介 護

度 悪 化 防 止 へ の影 響 をx2検 定及 び ロ ジス テ ィ ック 回帰 分 析 を用 いて算 出 した 。

結 果 予 防 通 所 介 護 で 有 意 な 関 連 が 認 め られ た が 、 北 区 版 チ ェ ック リス トと の 間 で は 関 連

は 認 め られ な か っ た 。

結 論 予 防 通 所 介 護 の利 用 者 にお い て 介 護 度 悪 化 防 止 へ の 有 意 な影 響 が 認 め られ た 。 北 区

版 チ ェ ック リス トの点 数 の変 化 は介 護度 の悪 化 防 止 へ の影 響 を示 唆す る もので は な い と考

え られ 、利 用 者 の 全 体 像 を理 解 し 、生 活 機 能 を 評 価 す る た め の ツ ー ル と し て 機 能 し、そ

の 評 価 を介 護 予 防 ケ ア プ ラ ン に反 映 さ せ る た め の 多職 種 協 働 で の ケ アマ ネ ジ メ ン トの プ

ロセ ス の重 要 性 が 考察 され た。

キ ー ワー ド:予 防 給 付,北 区 版 チ ェ ッ ク リス ト,介 護 予 防 ケ ア プ ラ ン,介 護 度 悪 化 防 止

Abstract

PurposeToestablishcriteriaforestimatingtheriskofa"requirementforlong-term

care"amongpersonsreceivingassistanceusingachecklistdevelopedby

Kita-City,Tokyo.

MethodsThesubjectsofthisstudywere331elderlypeopleforwhoma"careplanfor

prevention"wasdevelopedintwoconsecutivefiscalyearsduringtheperiod

fromfiscalyears2006to2008.Theinfluenceontheutilizationof"prevention

bene丘ts,"aswellasonthepreventionofworseningof_theKita-Wardchecklis七

scoreandanincreaseintheleveloflong-termcarerequired,wereexaminedby

usingthechi-squiretestandlogisticregressionanalysis.

ResultsAsignificantrelationshipwasidentifiedwith"preventivedaycareservice,"but

no七with"theKita-Citychecklist."

ConclusionTheeffectofutilizingthepreventivedaycareserviceonthepreventionof

anincreaseofthecareneedlevelwasfoundtobesignificantinelderlypeople

whousedthisservice.ChangesoftheKita-Citychecklistscorewerenot

associatedwiththepreventionofanincreaseintheleveloflong-termcare

required.Theresultsofthisstudyindicatethatitisessentialtounderstandthe

backgroundofusersofpreventivedaycareservices,toutilizetheKita-Citychecklist

asatooltoassessthedailylifefunctio血gofelderlypeople,andtoestabhshamore

appropriatecaremanagementprocessinwhicha"planforcareprevention"is

developedincooperationwithmultiplehealthcareprofessionalsbasedonthe

outcomeofassessment.

Keywords:preventivebenefits,Kita-CityChecklist,planforcareprevention,prevention

ofworseningofthecareneedslevel



1.は じめ に

わが国は、国民の4人 に1人 が65歳 以上

の高齢者 という超高齢社会 をまちかに迎えよ

うとしている。平成20年(2008)年10月1

日現在の総人口は1億2,769万 人で、前年(1

億2,777万 人:平 成19年10月1日 現在推計

人口)に 比べて約8万 人の減少となった。65

歳以上の高齢者人口は、過去最高の2,822万

人(前 年2,764万 人)と な り、総人口に占め

る割合(高 齢化率)も22.1%(前 年21.5%)

とな り、22%を 越える結果 となった。総人口

が減少するなかで高齢者が増加することによ

り高齢化率は上昇を続け、平成25(2013)年

には高齢化率が25.2%で4人 に1人 となる。

こうした中で、社会の活力を保ち、明るい社

会を実現 していくためには、国民一人ひとり

が、高齢期において健康で活力のある生活を

送ることがます ます重要な課題になってきた
1),2)

0

平成12年4月 に開始された介護保険制度

は 「できる限 り在宅で自立 した日常生活を継

続できるように支援すること」を基本理念 と

している。施行後の課題 として、「①要支援、

要介護1な どの軽度者が増加し、従来の介護

保険サービスでは軽度者の状態の改善 ・悪化

防止に必ずしもつながっていない。②要介護

状態になる原因が高齢による衰弱、転倒骨折、

認知症、関節疾患といった生活機能低下を来

す疾患 ・状態が多い。③対象者のニーズ ・状

況に関する的確なアセスメントツールやサー

ビスの結果に対する適切な評価が行われてい

ない。」な どが指摘された3)・12)-14)。

これまでの課題をふまえて平成18年4月

に改正介護保険制度がスター トし、新たに介

護予防事業の実施が位置付けられた。この介

護予防事業では、要支援1と 要支援2の 利用

者を対象 として、介護予防サービスを提供す

る 「予防給付」 と、区市町村が実施主体とな

り、保健セ ンター等において直接実施、ある

1

いは民間事業者に委託 して実施する 「介護予

防事業」の2本 柱 として行われている。「介

護予防事業」は元気高齢者を対象とした 「介

護予防一般高齢者施策」と虚弱高齢者を対象

とした 「介護予防特定高齢者施策」に分類さ

れる3)・5)・6)。

この介護予防事業には、全国共通のアセス

メン ト・ケアプラン様式が用いられ、介護予

防ケアマネジメントの連続性と一体的運営に

配慮がされている3)・5)・6)・9)。この共通様式

の中にある 「基本チェックリス ト」は予防給

付ではプランの実施前後でのアセスメン トツ

ール として、介護予防特定高齢者施策では対

象者選定のためのアセスメン トツール として

も活用されている3)・5)・6)。さらに、 ごの基

本チェックリス トの各項目や特定高齢者候補

者の選定基準等はその後1年 間の新規要介護

認定の発生リスクの予測に有用であることが

示唆されている10)。

介護予防特定高齢者施策では対象者の選定

において基本チェックリス トの各項 目に選定

基準が設けられているが3)・5)・6)、予防給付

ではプランの実施前後でのアセスメントにお

いて基本チェックリス トのアセスメント基準

は設けられていず、 この点に着 目した研究は

少ない16)-22)。

予防給付でのプランの実施前後でのアセス

メントにおける基本チェックリス トのアセス

メン ト基準を明 らかにすることによ り、要支

援者の要介護状態への移行 リスク予測を視覚

的に捉えることができるとともに生活機能の

低下の危険性を早期に発見することが可能と

な り、集中的な対応を行 うことが構築できる

ものと考えられる。さらに、予防給付の効果

を検証するための1青報 として有用である12)
-14)

0

平成18年4月 にスター トした改正介護保

険法において、介護予防に用いる様式はそれ

ぞれの自治体独自のものが認められてお り9)・

15)、東京都北区(以 下、北区)で はそれまで実



施してきた介護予防事業 「お達 者はつらつ訪問」
4)・7)・8)で使用していたヘルスアセスメントの

ツールからチェックリス トを作成し活用 してい

る。厚生労働省が示す基本チェックリス トは7

分野合計25項 目からなるが、北区版チェックリ

ス トは7分 野合計66項 目と、より詳細なチェッ

クを施行することにより、利用者の包括的な把

握に努めている。基本チェックリス トならびに

北区版チェックリス トのいずれも、点数が高い

ほど要介護状態が発生するリスクが高いという

判断で活用している。しかし、予防給付におい

て基本チェックリス トのアセスメント基準は設

けられておらず、本研究はこの点に着目し、既

存の時系列データか ら北区版チェックリス トに

おける妥当性のあるリスク基準の設定を導き出

したいと考えた。

そこで本研究は、後向きコホー ト研究の枠

に従い、介護保険サービスの自治体の既存デ

ータを用いて、要支援者の基本チェックリス

トの点数 と介護i保険認定状況、予防給付実績

か ら、基本チェックリス トを用いた要支援者

の要介護状態への移行 リスクを予測するため

表1

の基準設定を導きだす ことを目的とした。

∬.研 究方法

1.調 査対象

調査対象地域である北区は65歳 以上の人

口割合が23.93%(平 成20年10月1日 現

在)23)で 、台東区の23.88%24)を 抜き23

区で最も高齢化 している。平成20年 度の高

齢化率の全国平均は22.1%25)で ある。

調査対象は北区において平成18年3月 以降

に初めて要支援1ま たは要支援2の 認定を受け

た者で、北区が直営で運営する地域包括支援セ

・ ンター3カ 所で介護予防ケアプランを平成18年

度から平成20年 度の3年 度中に2年 度連続して

介護予防ケアプランを作成した計331人 を対象

とした。

なお現在、北区には直営3カ 所、委託9カ 所、

全12カ 所の地域包括支援センターがあるが、今

回の研究では平成18年4月 当初から運営してお

り、保健師が直接介護予防ケアマネジメントに

携わっている直営地域包括支援センターが介護

予防ケアプランを作成した者を対象とするため、

予防給付サービスの種類

サー ビスの種類1サ ー ビスの概要

(訪 問サー ビス)

介護予防訪問介護1 週1回 のホールヘル プサー ビス

介護予防訪問介護2 週2回 のホール ヘル プサー ビス

介護予防訪問介護3 週3回 以上のホールヘル プサー ビス

介護予防訪問入浴介護 訪問による入浴サービス

介護予防訪問看護 看護師等の訪問による看護サービス

介護予 防訪 問リハ ビリテーシ ョン 理学療法士や作業療法士の訪問によるリハビリテーション

(通 所サ ービス)

介護予防通所介護1 要支援1認 定者の老人デイサービスセンター等でのデイサービス

介護予防通所介護]1 要支援2認 定者の老人デイサービスセンター等でのデイサービス

介護予防通所 リハ ビリテー ション1 要支援1認 定者の老人保健施設 ・医療機関でのデイサービス

介護予防通所 リハ ビ リテー ションII 要支援2認 定者の老人保健施設 ・医療機関でのデイサービス

(短 期 入所サービス)

介護予防短期入所生活介護 特別養護老人ホーム等でのショー トステイ

介護予防短期入所療養介護 老人保健施設 ・医療機関でのシ ョー トステイ

(介護予防福祉用具貸与) 福祉用具のレンタルにより日常生活の改善を図るサービス

手す り ・スロー プ ・歩行器 ・歩行補助杖 ・車椅子 ・リフ ト貸与

特殊寝台及 び特殊寝台付属品 ・床ずれ防止用具

(地域密着型サービス)

介護予防小規模多機能型居宅介護 通いを中心として訪問や泊りを組み合わせて提供するサービス

介護予防認知症対応型通所介護 認知症者の老人デイサービスセンター等でのデイサービス

介護予防認知症対応型共同生活介護 グループホームでの介護/要支援2及 び要介護認定者に限る
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委託地域包括支援センターが介護予防ケアプラ

ンを作成 した者は調査対象から除外 した11)。ま

た、今回は在宅の要支援の認定者を対象とした

ことから、介護福祉施設入居者は調査対象から

除外 した。

2.調 査項 目

調査項 目は'1重捌 、年齢、要介護度、北区版チ

ェックリス トの点数及び予防給付サービス(表1

参照)の 利用状況とした。

この うち、予防給付サ0ビ スについては種類

ごとに利用単位が定められているため、「介護給

付費単位数等サービスコー ド表」26)の 「提供サ

ービス名」別にサ0ビ スの種類を分類 し、サー

ビスの利用の有無を調べた。なお、介護予防居

宅療養管理指導、介護予防特定施設入居者生活

介護、特定介護予防福祉用具販売、住宅改修は

地域包括支援センターが給付管理をおこなって

いない項 目であるため、調査項目から除外 した。

まだ、予防給付サービスの加算部分26)に ついて

は、各サービスの利用頻度には影響せず、付加

的に提供されるサービスであるため、予防給付

サービスの利用状況では考慮しなかった。

3.使 用デー タ

調査項 目に関するデータは平成22年7月

末現在、北区高齢福祉課が予防給付事業の運

営のために所有する地域包括支援センターシ

ステムの電子データから抽出した。

各データの個人番号をランダムな番号に変

換 した上で、データの提供を受けた。

4.分 析方法

まず、調査対象の特性 として、性別、年齢、

介護度の変化 を集計 した。

表2ケ アプラン1年時からケアプラン2年時までの介護度の変化

ケアプラン2年時 合計

要支援1要 支援2

次に、アウ トカム変数を介護度の変化とし、

調査対象の特性 との関連を分析 した。性別、

介護度 の変化 との関連の検討 にはx2検 定 を、

年齢 との関連の検討にはt検 定を用いた。な

お、介護度の変化 については平成18年 度から

平成20年 度の3年 度中に2年 度連続した介護予

防ケアプランの両時点の介護度を比較し、前時

点からみて後時点の介護度が悪化した者を悪化

群、前時点からみて後時点の介護度が同一ない

し向上 した者を維持 ・改善群と分類 した。

また、予防給付サービスの利用状況と北区版

チェックリス トの各分野の合計点及び総合点に

ついて集計 した。

さらに、予防給付サービスの利用状況とアウ

トカム変数の関連を分析 した。この際、予防給

付サービスの利用者の害1冶が1%以 下のものは

分析から除外 した。予防給付サービスごとの利

用状況について 「悪化群」と 「維持 ・改善群」

との関連をx2検 定で分析すると共に、悪化に関

わるオッズ比 と95%信 頼区間を算出した。同様

に北区版チェックリス トの各分野の合計、点及び

総合点とアウトカム変数の関連を分析 した。

また、サービス利用状況を説明変数としてロ

ジスティック分析を行った。

なお、分析用のソフ トウェアとしてSAS

Systemfc)rwindowsversion9.2を 使用

し、有意水準を0.05と した。

5.倫 理的配慮

今回のデータ利用にあたり、北区区政情報公

開制度で承認を得た上で、首都大学東京荒川

キャンパス研究安全倫理委員会の承認 を得た。

ZlZ3ZZ44要支援1

(86.9%)(13.1%)(100.0%)

皿.結 果

ケアプラン1年 時
325587要支援2

[36.81[63.21[100.01

合計
Z4487331

〔73。7%⊃ 〔26,3%〕 〔100,0%〕

注:()は 、横合計に対する%

1.調 査対象 の特性

調 査対 象計331人 の うち、男性59人

(17.8%)、 女性272人(82.2%)で あった。

平均年齢 は合 計で79.7±7.7歳(平 均 ±標準

偏差)で あ り、男性76.3±9.0歳 、女性80.4

±7.2歳 であった。

2年 度連続 した介護予防ケアプランの初年
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度 ・次年度とも要支援1は244名(73.7%)、 要

支援2は87名(26.3%)で あった。

介護度の変化は、悪1ヒ群が32人(9.7%)、 維

持 ・改善群が299人(90.3%)で あった。(表2)

2.調 査対象の特性 とアウ トカム変数との

関連

表3に 、調査対象の特性とアウトカム変数

との関連の分析結果を示したが、いずれの特

性においても悪化群 と維持 ・改善群の問で有

意な関係は認められなかった。

3.予 防給付サー ビスの利用状況

表4に 、予防給付サービスの利用状況を示

した。介護保険サービスはケアプランに基づ

き、ウィークリープランを基本として提供さ

れる仕組みとなっているが、予防給付サー ビ

スに関しては提供サービスの請求コー ドは月

単位の単価 となっている。また、北区におい

ては予防給付サービスのケアプランの期間は

要介護認定有効期間と同じ期間で作成 してい

る。初回認定の者は要介護認定及び介護予防

ケアプランの有効期間は6か 月間であるが、

その後の更新で状態が安定している者は1年

間の有効期間となることが多い。そのため、

今回の予防給付サービスの利用状況は介護予

防ケアプランに基づきそのケアプランの有効

期間において利用 した予防給付サービスを反

映している。

利用者数(利 用割合)は 、予防訪問介護2

が142人(42.9%)、 予防訪問介護1が102

人(30.8%)、 予防通所介護1が60人(18.1%)、

介護予防福祉用具貸与(車 椅子)が29人

表3調 査対象の特性とアウトカム変数との

関連の分析(n=331)

特 性
悪化群 維持 ・改善

人(%)人(%)P値

(n=32)(n=299)

別
男
女

性
6(10.2)53(89.8)0 ,88626(9
.6)246(90.4)

年 齢(歳)

平 均 ± 標 準 偏 差79,6±10,179,7±7,40.934

4

表4予 防給付サービスの利用状況

サービスの種類
人%

n=331

介護予防訪問介護1
無
有

介護予防訪問介護2
無
有

介護予防訪問介護3
無

有

介護予防訪問入浴介護
無
有

介護予防訪問看護
無
有

介護予防訪問リハ ビリテーション
無
有

介護予防通所介護1
無
有

介護予防通所介護 ■
無
有

介護予防通所リハビリテーション1
無
有

介護予防通所リハ ビリテーションII
無
有

介護予防短期入所生活介護
無
有

介護予防短期入所療養介護
無
有

介護予防福祉用具貸与
手すり
無
有

スロープ
無
有

歩行器
無
有

歩行補助杖
無
有

車椅子
無
有

特殊寝台及び特殊寝台付属品
無
有

リフト貸与
無
有

床ずれ防止用具貸与
無
有

介護予防小規模多機能型居宅介護
無
有

介護予防認知症対応型通所介護
無
有

介護予防認知症対応型共同生活介護
無
有

22969.2

10230.8

18957.1

14242.9

30592.2

267.9

331100.0

111

32598.2

61.8

331100.0

111

27181.9

6018.1

30291.2
..

32598.2

61.8

32497.9

72.1

32999.4

20.6

331100.0
111

32297.3

92.7

331100.0
1!1

31294.3

195.7

32297.3
92.7

30291.2
..

31896.1

133.9

32999.4

20.6

331100.0
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331100.0
111

331100.0
111

331100.0
111



(8.7%)、介護予防訪問介護i3が26人(7.9%)

等の順であった。

4.北 区版チ ェック リス トの各分野 および

総合点の状況

表5に 北区版チェックリス トの各分野及び総

合点の状況について示した。厚生労働省が示す

基本チェックリス トは7分 野合計25項 目からな

るが、北区版チェックリス トは7分 野合計66

項目となっている。運動機能改善13項 目、閉じ

こもり予防8項 目、栄養改善8項 目、物忘れ予

防9項 目、社会参加11項 目、健康管理 ・口腔ケ

ア10項 目、住環境7項 目の内訳となっている。

各分野の点数の分布及び平均点数、最頻値は、

運動機能改善において最小値0点 、最大値12

点、平均点CSC7.5±2.1(平 均±標準偏差)、最

頻値7点 、閉じこもり予防において最ノ」値0点 、

最大値7点 、平均点数2.5±1.3、 最頻値2点 、

総合点において最ノJ値0点 、最大値45点 、平均

点数22.8±8.0、 最頻値25点 等であった。

5.予 防給付サー ビス利用状況とアウ トカ

ム変数との関連

表6に 、利用割合が1%未 満の予防給付サ

ー ビス(介 護予防訪問入浴介護
、介護予防訪

問 リハ ビリテ0シ ョン、介護予防短期入所生

活介護、介護予防短期入所療養介護、介護予

防福祉用具貸与(ス ロ0プ)、 介護予防小規模

多機能型居宅介護、介護予防認知症対応型通

所介護、介護予防認知症対応型共同生活介護)

を除き、利用状況 とアウ トカム変数 との関連

の分析結果を示 した。各サービス利用 とアウ

トカム変数 との関連 をx2検 定で分析 した結

表5北 区版チェックリストの点数の状況(n=331)

表7予 防通所介護1を 説明変数 とした

ゴジスティック分析結果

サービス利用 オ ッズ比95%信 頼区間

予防通所介護1
0回/週

1回/週

0

0
4

0

∩,4

1

0 0.05-0.94

果、予防通所介護1で 有意な関連(P=0.025)

がみ られ、介護度悪化 に関するオッズ比

(95%信 頼区間)は 、022(0.05-0.94)で

あった。

また、表7に 予防通所介護1を 説明変数 と

したロジスティック分析で得 られたオ ッズ比

および95%信 頼区間を示 した。

6.北 区版チェック リス トの各分野および

総合点の状況 とアウ トカム変数との関

連

表8に 、北区版チェック リス トの各分野の

合計点および全分野の総合点とアウ トカム変

数 との関連の分析結果 を示 した。チェックリ

ス トの点数 とアウ トカム変数 との関連をz2

検定で分析 したが、悪化群 と維持 ・改善群の

間で有意な関係は認 められなかった。

iv.考 察

本研究は、介護保険制度下で要支援と認定

された在宅高齢者の予防給付サービス利用に

よる介護度の悪化防止への影響について、自

治体既存の介護保険データを用いて分析を行

表8北 区版チェックリス トの点数 と

アウ トカム変数 との関連の分析(n=331)

チェックリストの分野 最小値 最大値 最頻値 平均±標準偏差
チ ェック リス トの分 野 ∫)値*

運動機能改善(13項目)

閉じこもり予防(8項 目)

栄養改善(8項 目)

物忘れ予防(9項目)

社会参加について(11項目)

健康管理・口腔ケアについて(10項 匹

住環境について(7項 目)

総合点(66項目)

l

l

』
■

了 篇 ±2.1

ZZ.5±1.3

12.1±1.6

33.3±Z.0

34.了 ±λ8

11.3±1.1

00.1±1.1

2522.8±8.0

運動機能改善

閉じこもり予防

栄養改善

物忘れ予防

社会参加について

健康管理 ・口腔ケアについて

住環境について

総合点

11"

0.798

0.855

0.784

0.718

0.566

0.973

0.114

*x2検 定 を用いた。

5



表6予 防給付サービス利用状況とアウ トカム変数との関連の分析

サービス利用
悪化群 糸 持 ・改A'NT

(n=32)(n=299)

人%人%.

オッズ比95%信 頼区間P値*

介護予防訪問介護1
無
有

介護予防訪問介護2
無
有

介A.予防訪問介護3
無
有

介護予防訪問看護
無
有

介護予防通所介護1
無
有

介護予防通所介護■
無
有

介護予防通所リハビリテーション1
無
有

介護予防通所リハビリテーションII
無
有

介護予防福祉用具貸与
手すり
無
有
歩行器
無
有
歩行補助杖
無
有
車椅子
無
有
特殊寝台及び特殊寝台付属品
無
有
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0.35-1.59

0.63-6.24

0.87-0.93

0.05-0.94

2.03-11.93

0.8?-0.93

1.97-52.89

0.78-11.48

0.26-5.38

0.14-9.69

0.88-6.14

1.47-18.34

0.296

0.449

0.228

0.320

0.025

0.000注)

0.461

0.000注)

0.095

0.831

0.881

0.081

0.005注)

*x2検 定を用いた。また、予防給付サービスのうち利用者の割合が1%以 下のものは分析から除外した。

注)SASでの分析上、セルの25%において期待度数が5より小さくなっており、x2検定は妥当な検定でないと思われた。

い、北区版チェックリス トを用いた要支援者 受給者数の要介護状態区分構成割合」27)で

の要介護状態への移行 リスク予測のための基 は、要支援認定者は男性 ・女性 ともに80歳

準設定に関する検討を行ったものである。 ～84歳 の受給者が最も多いことか ら、女性は

1.調 査対象の特性について 全国平均と同様の傾向といえるが、男性は全

調査対象の平均年齢は合計で約80歳 であ 国平均よりも若い利用者 となっていた。男女

ったが、男性が女性より約4歳 若い平均年齢 の構成割合は約2対8で あった。同時期の厚

となった。同時期の厚生労働省資料(以 下、 労省資料の 「性別 に見た認定者数 ・受給者数」

厚労省資料と略)の 「性 ・年齢階級別にみた27)の 男女構成割合は約23.4%対76.6%で あ
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ることか ら、女性の割合が高くなっていた。

北区の平均年齢が全国平均よりも高く、23区

中最 も高齢化 した地域であることが影響 して

いると推測される。

2.ア ウ トカム変数 について

調査対象の要支援1お よび要支援2の 構成

割合は約7対3で あった。同時期の厚労省資

料の 「性別に見た認定者数 ・受給者数」27)

の要支援1お よび要支援2の 構成割合は約

48.3%対51.7%で あることか ら、要支援1の

割合がかな り高率 となっていた。北区の介護

保険事業概要28)に よると、平成18年 度の要

支援1お よび要支援2の 認定割合は約65%対

35%と なっており、当時北区は要支援1の 認

定割合が全国平均よ りも高いことが分かった。

2年 度連続した介護予防ケアプランの初年

度 ・次年度の介護度の変化を欝擦 すると、悪化

群が9!7%で あるのに比べ、維持 ・改善群は

90.3%と 多かった。厚労省資料の 「介護保険サ

ービスを1年 間継続受給した要支援認定者の介

護度の変化」27)で は悪化者が17%と なってお

り、本研究の調i鰍橡 では維持 ・改善者の割合

が高率であることが指摘できる。

東野29)は 、認定から半年後に介護度が悪化し

た群は、認定調査時の認知症(問 題行動)の 数

が35%の 者に増加していると報告している。本

研究では、痴呆と介護度の関連についての分析

は行っていないが、調査文橡 が、介護度の悪化

割合を低く抑えている要因の一つとして、認知

機i能が比較的保たれている集団であることが推

測できる。北区の介護保険事業概要28)で は、

要支援1お よび要支援2の 状態を 「認知症等

がなく、支援が必要な状態」と区分 してお り、

平成18年 度の介護保険制度改正において、

認知症等 を有する者は要介護1以 上の認定と

なったと予測される。

3.調 査対象 の特性 とアウ トカム変数 との

関連

本研究では、↑甥IJ、年齢 とアウトカム変数の

間に有意な関連は認められなかった。そこで、

7

予防給付サービス利用状況とアウトカム変数の

関連の検討では、これらの要因の影響は考慮 し

ないこととした。北区版チェックリストの各分

野および総合点の状況とアウトカム変数の関連

の検討でも、上記と同様とした。

「軽度者の重度化要因調査研究報告書一介護

度分析か らの提言一」によると、軽度要介護者

(要支援 ・要介護1)の 要介護度が重度化する

直接的な要因は疾患 脳 血管疾患 ・癌とその他

の疾患)によるものが一番多く、ついで認知症、

加齢による脆弱化、家族関係、転倒 となってい

た31)と 報告しており、年齢や性別のほかに疾病

も深く関わっていることが示されている。本研

究の調査文橡 の特性には要支援に至った原因疾

患は取り上げておらず、今後の検討を要する課

題であると考えられる。

4.予 防給付サービスの利用状況

本研究における予防給付サー ビスの利用状

況は、予防訪問介護2(42.9%)が 最も高率

であり、次いで予防訪問介護1(30.8%)、 予

防通所介護1(18.1%)、 介護i予防福祉用具貸

与(車 椅子)(8.7%)、 介護予防訪問介護3

(7.9%)の 順であった。同時期に厚労省が報

告 した介護給付費実態調査月報27)の 「介護

予防サー ビス費用額、要支援状態区分 ・サー

ビス種類別」をみると、要支援1が 利用して

いる予 防給付サー ビスは介護予防訪問介護

32.7%、 介護i予防通所介護i31.5%、 介護予防

通所 リハビリテーション11.5%の 順で多 く、

要支援2は 介護予防通所介護36.7%、 介護i予

防訪問介護22.8%、 介護予防通所 リハビリテ

ーション17 .3%と なっていた。本研究では、

要支援1と 要支援2を まとめて分析している

ため要介護度別の内訳は明らかではないが、

本研究で利用割合が高い3種 類のサービスに

着 目すると、順序は異なるものの、厚労省に

おける報告 と上位2位 までのサービスは一致

していたが、上位3位 が北区は介護予防福祉

用具貸与(車 椅子)で あったのに対し、厚労

省における報告では介護予防通所 リハビリテ



一ションであった点に相違がみられた。松本

ら31)は 、介護保険サービスは、地域の介護

サー ビスの供給基盤が整い、利用料や家族の

様々な負担に関する使い控えがなければ、

個々の要介護状態に合ったケアプランのもと

に適切なサービスの選択が促されるものと考

えられると述べている。平成23年4月 現在、

北区内の介護予防通所リハビリテーションの

事業所は4か 所のみであり、介護予防通所介

護の66事 業所と比較して、供給基盤が整っ

ていないことが明 らか となった32)。 また、

介護予防通所リハビリテーションは病院や介

護老人保健施設で実施されてお り、区内の病

院数および施設数の影響を大きく受けると考

えられる。

利用割合が最も高率であった予防訪問介護

2は 週2回 、概ね1回1時 間か ら1.5時 間の

訪問介護サービスを提供 している。大森33)

は、生活援助サービスはどの要介護度を見て

も週2回 使うのがパターンとなっていると述

べている。北区においても要支援者の訪問介

護サービスの利用において同様の傾向が認め

られた。平成18年4月 に介護保険法が改正

され、予防給付サー ビスが導入されたことで

当初サー ビスの給付抑制になったという意見

があったが、辻14)は データか ら見る限 り、

制度改正によってサービス利用回数が減った

とは言えないとの結論を出している。また、

厚労省資料27)で 要支援認定者が利用 した介

護内容 を見ると、生活援助(調 理、洗濯、掃

除等)中 心型の利用者が多く、身体介護(入

浴、排泄介助等)型 の利用は少ないという結

果であることか ら、本研究の調査対象も、同

様の介護が提供されていると考え られる。

次 に利用割合が高率であった予防訪問介護

1は 週1回 、概ね1回1時 間か ら1.5時 間の

訪問介護サービスを提供している。介護内容

は予防訪問介護2と 同様であると考えられる。

要支援1の 区分支給限度基準額(月 額)は

4970単 位、要支援2は10400単 位となって
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いることから、要支援1の 場合、予防訪問介

護 と予防通所介護iを併用するには、予防訪問

介護を週1回 にしないと区分支給限度基準額

を超過 してしまう。そのため、予防訪問介護

1利 用者は予防訪問介護2利 用者よりも予防

通所介護の利用が高率となっていると推測さ

れる。

3番 目に利用割合が高率であった予防通所

介護1は 要支援1認 定者が概ね週1回 通所介

護サー ビスを利用してお り、内容 としては介

護予防を目的として老人デイサービスセ ンタ

ー等が在宅の要支援者等を通所させ、入浴や

食事の提供 とその介護、生活等についての相

談や助言、健康状態の確認等の 日常生活の支

援 と機i能回復訓練を提供する場27)で あり、

また、ケアプランにより施設への送迎や入浴、

食事の提供を併せて受けることも可能26)と

している。予防通所介護の特徴として、パワ

ー リハ ビリテーションの理念に基づきマシン

を利用 した トレーニングや集団で行う運動を

実施 している事業者が多い点があげられる。

吉川34)は 、「要介護状態」や 「日常生活を営

むのに支障がある状態」とは生活機能が障害

を受けた(低 下した)状 態とし、個入のもつ

特徴である 「機能障害」だけが生活機能障害

の原因ではな く、活動や参加な ども含めた各

構成要素が相互に影響 しあうものであること

と、「環境因子」も生活機能障害の原因とな り

うると述べている。つまり、通所すること自

体、地域の人 と出会い、施設の職員 と触れ合

うことにより介護予防効果が期待できるもの

と予想される。

4番 目に利用割合が高率であったのは介護

予防福祉用具貸与(車 椅子)で あった。同時

期に厚労省が報告 した介護給付費実態調査月

報27)の 「福祉用具貸与種 目別 にみた件数 ・

単位数」をみると、利用割合が最 も高率だっ

たのは特殊寝台及び特殊寝台付属品(66.4%)

で、次に利用割合が高率であったのが車椅子

(13%)で あった。平成18年 度の制度改正



で、要支援者及び要介護1の 者については、

一定の条件に該当する場合を除いて
、特殊寝

台や車椅子な ど一部の福祉用具が、保険給付

の対象とな らないこととなった。東京都及び

都区部の一部自治体な どでは、特殊寝台 とそ

の付属品の自費 レンタル費用の一部を助成 し

たり、買い取 り費用の一部を助成 したりする

制度 を実施 した35)。 北区も上記の制度 を実

施 した自治体の一つであり、その結果、特殊

寝台及び特殊寝台付属品の保険給付での利用

割合が低下 したものと考えられる。

在宅の要支援認定者における各種介護保険

サービス利用状況を把握することは、今後 も

増大が予想される要支援認定者に対する予防

給付のあり方な どの介護保険制度の運営に有

用な資料となることが期待される。

5.北 区版チェックリス トの各分野および総

合点の状況

北区版チェックリス トは、北区がそれまで

実施 してきた 「お達者はつ らつ訪問」4)・7)・

8)で使用 していたヘルスアセスメン トツール

を基 に作成された。ヘルスアセスメントは個

人の生活習慣行動、社会 ・生活環境等の把握

や評価を目的に開発された1)も のである。点

数が高いほど要介護状態が発生するリスクが高

いという判断で活用している。ヘルスアセスメ

ントマニュアル1)で は、生活機能得点の利用に

あたっては、得点の平均値のみでなく累積相対

度数も求め、両者を併用することが望ましいと

述べている。点数が低い側からみて80%タ イ

ルが何点になるかを分野別にみてみると、運

動機能改善(13項 目)9点 、閉じこもり予防(8

項目)3点 、栄養改善(8項 目)4点 、物忘れ予

防(9項 目)5点 、社会参加(11項 目)7点 、健

康管理 ・口腔ケア(10項 目)2点 、住環境(7

囎)1点 でありた。また、0点取儲 は全ての

分野に認められたが、最高点取得者は栄養改善

と物忘れ予防以外の分野には認められず、特に

健康管理 ・口腔ケアに関しては最大値が最高点

の半分となっていた。「東京都老人総合研究所に
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よる長期プロジェクト研究報告書」36)によると、

老研式活動能力指標37)を 用いた研究で、生活機

能の低下(老 化)度 は、平均的にみると5年 間

で約1点 程度と見積もることができ、生活機能

得点が5年 間で2点 以上も低下するようであれ

ばその人は低下のスピードが標準よりも速く要

注意であると述べている。老研式活動指標の項

目は、北区版チェックリス トでは物忘れ予防と

社会参加の分野が該当しており、この分野の点

数の変化には注意が必要であると想像できる。

また、同報告書36)で 、生活機能を規定 する要因

として、男女に共通して有意な変数は、初回時

の生活機能得点の他に 「年齢」、「移動能力」、「健

康度自己評価」、「友人とのつきあい」であり、

年齢が 「高い」ほど、移動能力や健凍渡 自己評

価が 「低い」ほど、友人とのつきあいが 「少な

い」ほど、5年 後に生活機i能が低下しやすい傾

向にあることが示されている。北区版チェック

リス トに照 らし合わせると、「移動能力」は運動

機能改善の分野が該当し、「健康度自己評価」は

健康管理 ・口腔ケア、「友人とのつきあい」は社

会参加が該当している。この3つ の分野の点数

の動向が5年 後の生活機能を予測しうるもので

あると考えられる。なお、同報告書36)に おいて、

生活機能得点の何 点以下を 「機能低下」と判定

するか決めることは、きわめて困難であると述

べられている。

住環境についての80%タ イル得点が1点 とな

った要因として、介護保険の住宅改修が影響し

ていると考えられる。手すりの取付け、床段差

の解消、滑りの防止及び移動の円滑化等のため

の床又は通路面の材料の変更、引き戸等への扉

の取替え、洋式便器等への便器の取替えがあり、

また、介護保険給付ではない一般高齢 者施策と

して、浴槽の取替え、流し ・洗面台の取替え等

の住宅改造費の助成制度が実施されている38)。

これらの制度を利用することで住環境のヘルス

リスクを軽減できたものと推察される。

6.予 防給付サー ビス利用状況とアウ トカム

変数との関連



調査文橡 の特性とアウトカム変数との間に有

意な関連は認められなかったことから、予防給

付サービス利用状況とアウ トカム変数との関連

の検討においては、調査文橡 の特性を調整因子

とは扱わずに分析した。各サービスとアウ トカ

ム変数との検討の結果、予防通所介護1の 利用

状況と群との問に有意な関連がみられ、介護度

悪化に関するオッズ比(95%信 頼区間)は0.22

(0.05-0.94)で あった。

っまり、通所介護を週1回 利用していた要支

援1認 定者において介護度の悪化防止への影響

が認められた。安村44)は 、要介護状態や死亡の

リスクとして 「閉じこもり」と 「うつ状態」が

相互に関連した関係を指摘 してお り、閉じこも

りの定義を 「週1回 未満の外出しかしない状態」

とし、この定義を 「社会との交流頻度が極端に

低下した状態」と言いかえることもできるとし

ている。一方、黒田ら45)は 、75歳 以上の高齢

者の抑うつは、「食生活が良好でない」「歩行時

の足腰の痛み」「外出頻度が少ないこと」が、有

意の関連を示したと報告している。また、新名

ら39)は 、外出す る機会の多い要支援高齢者

は、要介護度が高くな りにくい傾向が認め ら

れたとしている。平成18年 度の制度改正で

は、予防通所介護において運動機能向上加算、

栄養改善加算、口腔機能向上加算等が追加さ

れ、これらの新 しいプログラムは、介護予防

効果が科学的に実証されていると厚労省は報

告46)し ている。つまり、今回の分析で最も

悪化 を抑えた週1回 予防通所介護を利用 して

いた者は、そこで受ける通所介護において、

孤独感や不安感の解消や食関連の援助がもた

らす生活の変容(栄養の改善・生活のリズム)、

行動範囲の広が り(新 たな人間関係の構築 、

週1回 の通所による外出)な ど、利用者の生

活 に何 らかの刺激と活性化をもた らしている

可能性が高いと予想される。

松本 ら31)は、訪問介護を月6回 以上利用し

ている者において介護度の悪化防止への影響が

認められたと述べているが、本研究においては
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予防訪問介護の利用状況と群との間に有意な関

連は認められなかった(P=0.45)。 平成23

年4月 現在、北区内の予防訪問介護の事業所

32)は90事 業所 となってお り、サービスの供

給基盤は整っていると推測 される。本研究の

調査対象は平成18年 度から平成20年 度の3年

度中に2年 度連続して介護予防ケアプランを作

成した者であり、平成18年 度の介護i保険制度改

正の影響を受けている。杉原ら41)は 、「要支援

認定者における介護保険制度改正の影響評価」

において、介護保険制度改正前に訪問介護を利

用していた者で改正後に 「通院 ・外出のつきそ

い」をまったく、または、一部してもらえなく

なった者が61.5%あ ったとしている。また、制

度改正に伴う変化が大きい者ほど生活上の不安

感が強いという関係性が示され、その関連性は

噺 儲 ほど強いことが示唆されたと述べてい

る。北区の扶助費42)を みると、高齢化率と並行

して扶助費が伸びてお り、また、扶助費に占め

る生活保護費の割合は平成11年 度47.2%な の
～

に対し平成18年 度61.3%と なっている。杉澤4

3)は、低所得者ほど要介護になる可能性が高い

ことを指摘している。本研究の調査対象の特性

には年収を取 り上げておらず、今後の検討を要

する課題であると考えられる。以上の理由から

本研究においては予防訪問介護の利用状況 と群

との間に有意な関連は認められなかったと考え

る。

7.北 区版チェックリス トの各分野および

総合点の状況とアウ トカム変数 との関

連

調査対象の特性とアウ トカム変数との問に有

意な関連は認められなかったことから、北区版

チェックリス トの各分野および総合点の状況と

アウ トカム変数との関連の検討においては、調

査文橡 の特性を調整因子とは扱わずに分析した。

各点数とアウトカム変数との検討の結果、北区

版チェックリス トの各分野および総合点の状況

とアウトカム変数との間に有意な関連は認めら

れなかった。つまり、北区版チェックリストの



点数の変化は介護度の悪化防止への影響を示唆

するものではなかったと考えられる。

寺西ら47)は 、新規認定時から1年 の間の介

護保険サービス利用の有無と介護度の変化を分

析した結果、サービスを利用しなかった者に比

べて利用した者に要介護度が悪化する割合が高

いサービスが見られたと報告し、その要因のひ

とつに、ケアプランの内容が利用者の要介護度

の悪化を予防するには適切ではなかった可能性

を指摘している。通常、ケアプランはケアマネ

ジャーが、利用者の意向を反映させながら自立

支援のためのサービスを計画するものであるが、

介護支援専門員への調査14)に よると、「予防給

付の介護予防プランに効果を感じられない」と

する印象が金体の8割(回 答者626人)、 介護予

防がうまくいかない理由を 「理由者の理解が得

られない」とした者が295人 いたと報告してい

うる。また、吉川40)は 生活機能 を正しく評

価 し、本当に必要なサービスにつなげるとい

うマネジメントが機能 しなければ、新たなサ

ービスメニューを創設 しても介護予防にはつ

なが らないのではないか と述べている。さら

に、服部48)は 要支援者への支援の視点 とし

て、利用者の困 りごとの根拠 とその生活行為

の分析をすることか ら対応法を検討すること

が求め られ、本人が 自分の力でできるように

生活機能を広 げていくことと、生活のQOL

を高めていくという目標につなげることが大

切であると述べている。つまり、利用者の全

体像を理解し、生活機能を評価するためのツ

ールとして北区版チェックリス トは機能 し、

その評価を予防給付ケアプランに反映させる

ことが利用 している予防給付サー ビスが介護

度の悪化を抑える効果を発揮する条件 と考え

られる。また、生活機能はいくつもの要因や

因子が複雑に絡み合って構成されてお り、単
一の職種や職能だけでの評価には限界がある

と考えられる。予防給付マネジメントにおい

てサービス担当者会議が位置づけられている

のは、多職種協働で生活機能を評価し、問題点
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を分析 し目標を設定 ・共有す るというケアマネ

ジメントのプロセスが重要であることを示唆し

ていると推察 する。

介護保険サービスは、高齢者介護に関して総

合的 ・一体的な提供を可能とし利用者にとって

利便性を高め、平成18年 度の制度改正で地域包

括支援センターが新設されたことでその機能が

強化されたと言える。今後、個々の高齢者の状

況やその変化に応じて、介護サービスを中核に、

医療をはじめ様々な支援が継続的かつ包括的に

提供される仕組みである 「地域包括ケアシステ

ム」の推進が予想される。医療と介護連携を地

域で支える訪問看護師や高齢者の総合相談窓口

機能を担う地域包括支援センターの保健師 ・看

護師、地域の総合的な相談窓口となる行政保健

師の機能はこれまで以上に期待されている。多

職種 ・多機関との連携や総合的なマネジメント

能力が求められ、さらに、介護保険制度に限定

されない社会資源の形成 ・発展をも役割として

期待されていると考える。

V.研 究の限界性 と課題

本研究では、後向きコホー ト研究の枠に従

い、2年 度連続した介護予防ケアプランの北区

版チェックリス トの点数 と介護保険認定状況、

予防給付実績から、北区版チェックリス トを

用いた要支援者の要介護状態への移行 リスク

を予測するための基準設定について検討 した。

利用者の一部については、年度内に数回の介

護予防プランの変更 を行ってお り、その点を

考慮した分析には限界があることを認めざる

を得ない。今後、介護予防ケアプランの期間

内における利用状況の変化 を考慮 した分析を

行 う意義は大きいと考えられる。

また、今回の分析では、調査対象の介護保

険認定状況は初回認定に限定されてお らず、

平成18年 度の介護保険制度改正以前か ら介

護保険制度を利用していた者と平成18年 度

以降に介護保険制度 を初めて利用 した者 とが

混在している。介護保険の新規申請直後は試



・行的に過小にサ0ビ スを利用 していることが

推測 されており、その点を考慮 した分析にも

限界があった点を認めざるを得ない。

また、今回の分析の調査項 目に関するデー

タは北区高齢福祉課が予防給付事業の運営の

ために所有する地域包括支援センターシステ

ムの電子データか ら抽出してお り、介護認定

の更新で要介護に移行 した者の介護保険認定

状況に関す るデータ抽出がシステム上できな

かったため、介護度の変化に関する分析に限

界があった点も認めざるを得ない。

また、今回の分析では、予防通所介護1の み

で有意差が認められたが、その他のサ0ビ スの

中には、利用割合が低率なものが多く、このた

め有意差が出なかった可能性も否定できない。

さらに、今回の分析では、平成18年4月 当初

から運営 してお り、保健師が直接介護予防ケア

マネジメントに携わっている直営地域包括支援

センタ0が 介護予防ケアプランを作成した者を

対象としたが、全国的にみて、委託地域包括支

援センターが介護予防ケアプランを作成 してい

る割合は高く、今後、委託地域包括支援センタ

ーの所有するデータにおいても本研究と同様の

分析を行 う意義は大きいと考えられる。

また、利用者の身体的(AD■ 、疾病、認知能

力)、心理的(自 立に対する意識、主体性)、社

会的(家 族、経済力)要 因等も分析で考慮する

必要性が考えられると共に、介護保険事業以外

の社会保障制度から提供されるサービスの影響

等も含めて検討する必要があり、これ らの点が

把握できていないことも本研究の限界である。

vi.結 論

平成12年4月 に開始 された介護i保険制度

は対象者のニーズ ・状況に関する的確なアセ

スメン トツ0ル やサービスの結果に対す る適

切な評価が行われていないことなどが指摘さ

れ、平成18年4月 に制度改正がな された。

そこで、本研究は要支i援認定者 の基本チェ

ックリス トの点数 と介護保険認定状況、予防
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給付実績を分析す ることから、基本チェック

リス トを用いた要支i援者の要介護状態への移

行 リスクを予測す るための基準設定を導きだ

すための検討を行った。その結果、予防給付

サ0ビ スの利用状況 と介護度の変化の分析の

結果、予防通所介護の利用者 において悪化防

止への有意な影響が認められた。また、基本

チェックリス トの点数 と介護度の変化の分析

の結果、有意な関連は認められず、基本チェッ

クリス トの点数の変化は介護度の悪化防止への

影響を示唆するものではないと考えられたが、

利用者の全体像 を理解 し、生活機能を評価す

るためのツ0ル として基本チェックリス トは・

機能 し、その評価 を予防給付ケアプランに反

映 させ るための多職種協働でのケアマネジメ

ン トのプロセスの重要性が考察より得られた。

これ らを踏まえて、改善可能性の高い要支援認

定者 が、介護度を悪化させることなく、自らの

住み慣れた場所で自分 らしい生活を継続できる

ような看護の方向性について考察した。

本研究結果は、今後も増大が予想される要支

援認定者に対する介護予防給付のあり方等、介

護保険制度の運営に有用な資料 となることが期

待 される。
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